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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ステアリングコラムを車両側に設けられた固定ブラケットに対して所望角度に調整可能
なチルト式ステアリング装置において、
　車両側の固定部材に固定された側板を有するチルトブラケットと、
　ステアリングコラムが固定され、前記チルトブラケットの側板の内側にディスタンスブ
ラケットの側板が摩擦接触するように配置された、全体がＵ字状に形成された側板を有す
るディスタンスブラケットと、
　前記チルトブラケットの側板とディスタンスブラケットの側板とを貫通する、一端に円
形孔が形成された大径部を有するチルトボルトと、
　前記チルトブラケットの側板と前記チルトボルトの大径部との間に配置され、前記チル
トボルトに嵌合するスペーサと、
　一端に断面略楕円状のカムが嵌装され、当該カムから離隔した位置に配置されたレバー
ブラケットに配置された軸受により当該カムのカム軸の回りには回転自在に、カム軸方向
には移動しないように支承された、全体が略Ｌ字状に形成されたチルトレバーとを備え、
　前記断面略楕円状のカムは、前記チルトボルト大径部の円形孔に挿入され、前記スペー
サを介して大径部を前記チルトブラケット側板をディスタンスブラケット側板に押圧して
摩擦結合させる作用位置及び解除位置に設定するカム機構を構成し、前記チルトレバーの
カム軸の回りの回転により前記カム機構を作用位置と解除位置とに設定すること
を特徴とするチルト式ステアリング装置。
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【請求項２】
　前記カム機構を構成するチルトボルトに設けた円形孔には無電解ニッケルメッキ又は硬
質クロムメッキを施し、前記カムのカム面には高周波焼き入れを施し、前記スペーサには
浸炭焼き入れを施したこと
を特徴とする請求項１に記載のチルト式ステアリング装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、車両のステアリングシャフトの傾斜角度を調整できるチルト式ステアリン
グ装置に関し、特にそのステアリングコラムのチルトロック機構に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　運転者の体格や運転姿勢に応じてステアリングシャフトの傾斜角度を調整できるチルト
式ステアリング装置が知られている（特許文献１、特許文献２参照）。図１１及び図１２
は、上記した特許文献１に開示された従来のチルト式ステアリング装置の構成の要部を説
明する図であって、図１１は車両用ステアリング機構のステアリングコラムの車体固定部
分をステアリングホイール側から見た正面図で、ステアリングシャフト及びステアリング
ホイールは図示を省略してある。また、図１２はチルトレバーの軸部に設けた楕円形部の
作用を説明する図である。
【０００３】
　図１１において、１０１は車体側に固定された左右一対の固定ブラケット、１０２は内
部に図示しないステアリングシャフトを回転自在に支持するステアリングコラムで、ステ
アリングコラム１０２は固定ブラケット１０１に対して揺動自在に設けられている。
【０００４】
　ディスタンスブラケット１０３は、連結部１０３ａ（図１１では紙面の後側）で結合さ
れて全体がボックス状に形成されており、図示しない溶接その他の手段でステアリングコ
ラム１０２に固定されている。ディスタンスブラケット１０３は、一対の固定ブラケット
１０１の内側に配置され、ディスタンスブラケット１０３の左右外側の接触面が固定ブラ
ケット１０１の接触面と摩擦接触している。
【０００５】
　左右一対の固定ブラケット１０１とディスタンスブラケット１０３を貫通して締付ボル
ト１０４が配置され、締付ボルト１０４にはスリーブ１０４ａ及び１０４ｂが軸方向に摺
動可能に嵌装されており、一対のディスタンスブラケット１０３とスリーブ１０４ａ及び
１０４ｂとの間には一対の摩擦板１２０が配置され、摩擦板１２０は連結部１２０ａで連
結され、全体がＵ字状に形成されている。
【０００６】
　締付ボルト１０４にはその軸方向に交差する方向に設けた孔１０４ｃに、チルトレバー
１１０の軸部が装着されており、チルトレバー１１０の軸部に設けた断面楕円状の楕円形
部１１０ａが、前記した締付ボルト１０４に嵌装されたスリーブ１０４ａ及び１０４ｂに
接触するように配置される。
【０００７】
　以上の構成において、ステアリングコラム１０２を固定ブラケット１０１に固定すると
きは、チルトレバー１１０を図１１で一点鎖線で示す位置Ａに設定する。図１２の（ａ）
はこの状態を示しており、この位置ではチルトレバー１１０に設けた楕円形部１１０ａの
長径部がスリーブ１０４ａ及び１０４ｂに接触し、スリーブ１０４ａ及び１０４ｂを図１
１で左右外側に押圧する。
【０００８】
　スリーブ１０４ａ及び１０４ｂはそれぞれ一対の摩擦板１２０を介してディスタンスブ
ラケット１０３を固定ブラケット１０１に押圧するから、ディスタンスブラケット１０３
は接触面の摩擦力により固定ブラケット１０１に固定される。この結果、ディスタンスブ
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ラケット１０３に固定されているステアリングコラム１０２も固定ブラケット１０１に対
して固定され、ステアリングシャフトは所定の傾斜角で固定される。
【０００９】
　また、ステアリングコラム１０２を固定ブラケット１０１へ固定した状態から解除する
ときは、チルトレバー１１０を図１１で二点鎖線で示す位置Ｂに移動させる。図１２の（
ｂ）はこの状態を示しており、この位置では、チルトレバー１１０の軸部に設けた楕円形
部１１０ａの短径部又は短径部に近い部分がスリーブ１０４ａ及び１０４ｂに接触する位
置に移動し、スリーブ１０４ａ及び１０４ｂの左右外側への押圧が解除されるから、ディ
スタンスブラケット１０３と固定ブラケット１０１との押圧による摩擦結合が解除される
。この結果、ステアリングコラム１０２は固定ブラケット１０１に対する固定状態から開
放され、ステアリングコラム１０２を任意の角度に移動させてステアリングシャフトの傾
斜角度を調整することができる。
【特許文献１】特開２０００－０２５６２２号公報
【特許文献２】特表２０００－５１５０９１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　上記した従来の構成では、チルトレバー１１０の軸部に設けた楕円形部１１０ａがディ
スタンスブラケット１０３の内側に配置された構造であるから、その楕円形部１１０ａの
中心軸線は、ステアリングコラム１０２と平行な中心軸線、若しくはその中心軸線と僅か
の傾きを持つ中心軸線の範囲に限られる。このため、チルトレバー１１０のグリップ部１
１０ｂの回転平面は、ステアリングコラム１０２の中心軸線の方向に平行な中心軸線、若
しくはその中心軸線と僅かの傾きを持つ中心軸線を回転中心とする平面となり、チルトレ
バー１１０及びこの付近のレイアウトが限定されてしまうという欠点があった。
【００１１】
　さらに、チルトレバー１１０の軸部に設けた楕円形部１１０ａと接触するスリーブ１０
４ａ及び１０４ｂの端面は平面で、ステアリングコラム１０２を固定する位置にあるとき
、前記楕円形部１１０ａとスリーブ１０４ａ及び１０４ｂとの接触面圧が高くなるため、
ステアリングコラムのチルト及びチルト解除を繰り返す間に、前記楕円形部１１０ａとス
リーブ１０４ａ及び１０４ｂとの接触面は次第に摩耗し、十分な力でスリーブ１０４ａ及
び１０４ｂを外側に押圧することができなくなってしまう。
【００１２】
　楕円形部１１０ａとスリーブ１０４ａ及び１０４ｂとの接触部の構成を大きくして接触
面圧を下げる方法もあるが、楕円形部１１０ａがディスタンスブラケット１０３の内側に
配置された構造であるため、構成を大きくするには限界があり、十分に接触面圧を下げる
ことができないという不都合がある。この発明は上記課題を解決することを目的とするも
のである。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　この発明は上記課題を解決するもので、請求項１の発明は、ステアリングコラムを車両
側に設けられた固定ブラケットに対して所望角度に調整可能なチルト式ステアリング装置
において、車両側の固定部材に固定された側板を有するチルトブラケットと、ステアリン
グコラムが固定され、前記チルトブラケットの側板の内側にディスタンスブラケットの側
板が摩擦接触するように配置された、全体がＵ字状に形成された側板を有するディスタン
スブラケットと、前記チルトブラケットの側板とディスタンスブラケットの側板とを貫通
する、一端に円形孔が形成された大径部を有するチルトボルトと、前記チルトブラケット
の側板と前記チルトボルトの大径部との間に配置され、前記チルトボルトに嵌合するスペ
ーサと、一端に断面略楕円状のカムが嵌装され、当該カムから離隔した位置に配置された
レバーブラケットに配置された軸受により当該カムのカム軸の回りには回転自在に、カム
軸方向には移動しないように支承された、全体が略Ｌ字状に形成されたチルトレバーとを
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備え、前記断面略楕円状のカムは、前記チルトボルト大径部の円形孔に挿入され、前記ス
ペーサを介して大径部を前記チルトブラケット側板をディスタンスブラケット側板に押圧
して摩擦結合させる作用位置及び解除位置に設定するカム機構を構成し、前記チルトレバ
ーのカム軸の回りの回転により前記カム機構を作用位置と解除位置とに設定することを特
徴とするチルト式ステアリング装置である。
【００２３】
　カム機構を構成するチルトボルトに設けた円形孔には無電解ニッケルメッキ又は硬質ク
ロムメッキを施し、前記カムのカム面には高周波焼き入れを施し、前記スペーサには浸炭
焼き入れを施すとよい。
【発明の効果】
【００２４】
　以上説明したとおり、この発明は、ステアリングコラムを車両側に設けられた固定ブラ
ケットに対して所望角度に調整可能なチルト式ステアリング装置において、車両側の固定
部材に固定された側板を有するチルトブラケットと、ステアリングコラムが固定され、前
記チルトブラケットの側板の内側にディスタンスブラケットの側板が摩擦接触するように
配置された、全体がＵ字状に形成された側板を有するディスタンスブラケットと、前記チ
ルトブラケットの側板とディスタンスブラケットの側板とを貫通する、一端に円形孔が形
成された大径部を有するチルトボルトと、前記チルトブラケットの側板と前記チルトボル
トの大径部との間に配置され、前記チルトボルトに嵌合するスペーサと、一端に断面略楕
円状のカムが嵌装され、当該カムから離隔した位置に配置されたレバーブラケットに配置
された軸受により当該カムのカム軸の回りには回転自在に、カム軸方向には移動しないよ
うに支承された、全体が略Ｌ字状に形成されたチルトレバーとを備え、前記断面略楕円状
のカムは、前記チルトボルト大径部の円形孔に挿入され、前記スペーサを介して大径部を
前記チルトブラケット側板をディスタンスブラケット側板に押圧して摩擦結合させる作用
位置及び解除位置に設定するカム機構を構成し、前記チルトレバーのカム軸の回りの回転
により前記カム機構を作用位置と解除位置とに設定するものであるから、チルトレバー及
びその付近が広くなり、チルトレバー及びこの付近のレイアウトの自由度を高めることが
できる。
【００２５】
　さらに、チルトブラケットに対してディスタンスブラケットを摩擦結合させるカム機構
がチルトブラケットの外側に配置されるから、カム機構を大きく構成でき、接触部の接触
面圧を低く設定することが可能となり長期間の使用によっても摩耗等による押圧力の低下
を防ぐことができる。
【００２６】
　カム機構のカムには、断面が略楕円形状のカム、或いは断面が円弧部と該円弧部を結ぶ
直線部とから構成される略小判形状のカムを使用することで、カム機構の作用位置（チル
トロック位置）ではカムの長径部が作用部材に接触してチルトブラケットに対してディス
タンスブラケットを押圧して摩擦結合させ、カム機構の解除位置（チルト解除位置）では
カムの短径部が作用部材に接触してチルトブラケットに対するディスタンスブラケットの
押圧が解除される。特に略小判形状のカムを使用するときは、カム機構の解除位置（チル
ト解除位置）で作用部材との間に隙間が形成されるようにすると、カム機構の摩耗を減少
させる上で効果的である。
【００２７】
　カム機構を構成するチルトボルトに設けた円形孔には無電解ニッケルメッキ又は硬質ク
ロムメッキを施し、前記カムのカム面には高周波焼き入れを施し、前記スペーサには浸炭
焼き入れを施すことで、耐摩耗性を向上させることができる。
【００２８】
　さらに、チルトレバーは、チルトボルト大径部の円形孔と、カムから離隔した位置に配
置されたレバーブラケットに配置された軸受との上下２箇所で、カムのカム軸の回りには
回転自在に、カム軸方向には移動しないように支持されるので、チルトレバーに外力の作
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用によりモーメントが発生してもカムに負荷が加わりにくく、カム機構の長寿命化を図る
ことができる。

【発明を実施するための最良の形態】
【００２９】
　以下、この発明の実施の形態について説明する。
【００３０】
　［第１の実施の形態］
　第１の実施の形態ではチルトレバーをステアリングホイールからみてチルトブラケット
の右側に配置した実施例１のほか、チルトレバーをチルトブラケットの左側に配置した実
施例２がある。以下、まず第１の実施の形態の実施例１を説明し、その後に実施例２につ
いて説明する。
【００３１】
　［実施例１］
　図１は、実施例１の車両用ステアリング機構のステアリングコラムの車体固定部分をス
テアリングホイール側から見た正面図、図２及び図３はそのチルトボルト部分を上側から
見た部分平面図であって、ステアリングシャフト及びステアリングホイールは図示を省略
してある。
【００３２】
　図４は図１に示すステアリング機構におけるステアリングコラムのチルト支点とチルト
レバーの配置を示す断面図、図５はステアリングコラムのチルトレバーの配置を示す平面
図である。
【００３３】
　図１及び図２において、１１は車体側に設けられたカプセルと呼ばれる保持部材、１２
はステアリングコラムを保持する固定ブラケットで、保持部材１１に適宜の手段で固定さ
れている。図４及び図５を参照すると明らかなように、固定ブラケット１２は略箱状に形
成されており、その内側にはチルトブラケット１３が部分１３ａ（図１参照）で溶接等の
手段で固定されている。
【００３４】
　チルトブラケット１３の内側には、全体がＵ字状に形成されたディスタンスブラケット
１４が配置されており、チルトブラケット１３の内側面とディスタンスブラケット１４の
外側面とは摩擦接触している。
【００３５】
　ディスタンスブラケット１４には、図示しない溶接その他の手段でステアリングコラム
１５が固定されているほか、後述するチルトレバー２１を保持するレバーブラケット１９
が固定されている。
【００３６】
　図２を参照すると明瞭であるが、チルトブラケット１３とディスタンスブラケット１４
には、それぞれ開孔１３ｂ及び１４ｂが形成されており、開孔１３ｂ及び１４ｂを貫通し
て、チルトブラケット１３とディスタンスブラケット１４とを摩擦結合させるロッドであ
るチルトボルト１６が配置されている。
【００３７】
　なお、ディスタンスブラケット１４の開孔１４ｂを、コラム軸方向に沿って伸びた長孔
に形成するときは、車体側に固定されているチルトブラケット１３に対してステアリング
コラム１５をコラム軸方向に移動させることが可能となり、車体に対してステアリングコ
ラム１５の位置調整を行うことができる。
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【００３８】
　図２及び図３を参照すると明瞭であるが、チルトボルト１６の一方の端部には、ボルト
本体より直径の大きな大径部１６ｅが形成され、その先端付近に円形孔１６ａが形成され
ている。円形孔１６ａにはチルトレバー２１の軸部に形成された断面略楕円状のカム２１
ｄが嵌装される。また、大径部１６ｅのボルト本体側は軸方向に垂直な平面に形成され、
作用部材であるスペーサ１７が嵌装されている。チルトボルト１６の他方の端部は通常の
ボルトと同様の構成であって、ナット１８が螺合するネジ部１６ｃが形成されている。
【００３９】
　スペーサ１７は、前記したチルトボルト１６が貫通する孔１７ａを備えると共に、チル
トブラケット１３の側面に当接する段部１７ｂと、チルトボルト１６の大径部１６ｅに形
成された垂直平面に当接する段部１７ｃとを備えているほか、チルトレバー２１の軸部に
設けたカム２１ｄに接触する円弧状の凹みを備えた端面１７ｄを備えている。
【００４０】
　チルトブラケット１３とディスタンスブラケット１４を貫通するロッドであるチルトボ
ルト１６と、チルトボルト１６の円形孔１６ａに嵌装されるカム２１ｄと作用部材である
スペーサ１７とでカム機構が構成されている。チルトレバー２１のカム２１ｄの長径半径
をＲ１、チルトボルト１６の円形孔１６ａの半径をＲ２、スペーサ１７の端面１７ｄの円
弧状の凹みの半径をＲ３とすると、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３の間には、Ｒ２≧Ｒ１≦Ｒ３の関係
が満たされているものとする（図３参照）。
【００４１】
　ロッドであるチルトボルト１６の円形孔１６ａには無電解ニッケルメッキ又は硬質クロ
ムメッキを施し、チルトレバー２１の軸部に設けたカム２１ｄには高周波焼き入れを施し
、作用部材であるスペーサ１７には浸炭焼き入れを施すことで、耐摩耗性を向上させるこ
とができる。
【００４２】
　チルトレバー２１は、全体が略Ｌ字状の形状であって、第１の部分２１ａと、これに略
直角に曲げられた第２の部分２１ｂとから構成され、第１の部分２１ａの端部付近の軸部
には断面略楕円状のカム２１ｄが形成され、カム２１ｄはチルトボルト１６の円形孔１６
ａに回転可能に嵌装されている。
【００４３】
　また、チルトレバー２１の第１の部分２１ａはレバーブラケット１９に設けられた軸受
１９ａにより回転可能に、且つ軸方向には移動しないように支持されている。即ち、チル
トレバー２１にはその円周方向に固定リング１９ｂを嵌装する溝２１ｆが形成され、この
溝２１ｆにチルトレバー２１の抜け（軸方向移動）を防止する固定リング１９ｂが嵌装さ
れて保持され、溝２１ｆと固定リング１９ｂとでチルトレバー支持部が構成され、チルト
レバー２１は軸受１９ａにより回転可能に、且つ軸方向に移動しないように支持される。
チルトレバー２１の第２の部分２１ｂの端部は自由端であって、グリップ２１ｇが装着さ
れている。
【００４４】
　以上の構成において、ステアリングコラム１５を固定ブラケット１２に固定するときは
、チルトレバー２１を図１に示す作用位置に設定する。この位置では、チルトレバー２１
の第２の部分２１ｂがステアリングコラム１５の下方で、第２の部分２１ｂの長手方向が
ステアリングコラム１５の軸方向に略交差する平面上にある。
【００４５】
　チルトレバー２１を図１に示す作用位置（チルトロック位置）、即ちステアリングコラ
ム１５を固定ブラケット１２に固定する位置に設定したときは、ステアリングコラム１５
はチルトロック状態となる。
【００４６】
　この位置では、チルトレバー２１のカム２１ｄはチルトボルト１６の円形孔１６ａの中
で図２に示す位置にあり、この位置ではチルトレバー２１に設けたカム２１ｄの長径部が
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作用部材であるスペーサ１７の端面１７ｄに接触し、チルトボルト１６を図１及び図２で
右方向に牽引する。
【００４７】
　これにより、スペーサ１７とチルトボルト１６に螺合したナット１８とによりチルトブ
ラケット１３はディスタンスブラケット１４に向けて内側に押圧され、ステアリングコラ
ム１５が固定されたディスタンスブラケット１４はチルトブラケット１３に対して摩擦力
により固定され、チルトロック状態となる。チルトブラケット１３は固定ブラケット１２
に固定されているので、ステアリングコラム１５、即ちステアリングシャフトは所定の傾
斜角で固定される。
【００４８】
　ステアリングコラム１５を固定ブラケット１２に対する固定状態から開放するときは、
チルトレバー２１のグリップ１２ｇを図１で手前に移動させ、解除位置（チルト解除位置
）に設定する。この位置ではチルト解除状態となり、チルトレバー２１の第２の部分２１
ｂはステアリングコラム１５の軸方向と略沿った方向にある。
【００４９】
　チルトレバー２１のカム２１ｄはチルトボルト１６の円形孔１６ａの中で図３に示す位
置に移動し、チルトレバー２１に設けたカム２１ｄの短径部が作用部材であるスペーサ１
７の端面１７ｄに接触して、チルトボルト１６の図１及び図２で右方向への牽引が解除さ
れる。
【００５０】
　これにより、チルトブラケット１３とディスタンスブラケット１４とは、スペーサ１７
とチルトボルト１６に螺合したナット１８とによる押圧から開放され、ステアリングコラ
ム１５が固定されたディスタンスブラケット１４は、チルトブラケット１３との摩擦力に
よる固定から開放されるから、ステアリングコラム１５は、図４に示すチルト支点ＣＨの
回りに傾動させることが可能となり、ステアリングシャフトを任意の角度に移動させてス
テアリングシャフトの傾斜角度を調整することができる。
【００５１】
　［実施例２］
　以上説明した実施例１では、チルトレバー２１はチルトブラケット１３の右側に配置さ
れている。しかし、チルトレバー２１をチルトブラケット１３の左側に配置することもで
きる。これを実施例２として説明する。
【００５２】
　図６は、上記実施例２を示すもので、車両用ステアリング機構のステアリングコラムの
車体固定部分をステアリングホイール側から見た正面図である。実施例１と同一部材には
同一符号を付して詳細な説明は省略し、実施例１との相違点について説明する。
【００５３】
　図６に示す構成を図１に示す構成と対比すると明らかであるが、チルトレバー２１Ｌ、
レバーブラケット１９Ｌ、チルトボルト１６Ｌ、及びこれらの部材に関連する部材が、実
施例１とは左右が反対に配置されている。なお、実施例１のチルトレバー２１の位置を破
線で示してある。
【００５４】
　チルトレバー２１Ｌをレバーブラケット１９Ｌに保持する構成部分、チルトレバー２１
Ｌをチルトボルト１６Ｌに取り付ける構成部分は実施例１と同様の構成である。
【００５５】
　以上の構成において、ステアリングコラム１５を固定ブラケット１２に固定するときは
チルトレバー２１Ｌを図６に示す作用位置に設定する。この位置では、チルトレバー２１
Ｌの第２の部分２１ｂがステアリングコラム１５の下方で、第２の部分２１ｂの長手方向
がステアリングコラム１５の軸方向に略交差する平面上にある。
【００５６】
　チルトレバー２１Ｌを図６に示す作用位置（チルトロック位置）、即ちステアリングコ
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ラム１５を固定ブラケット１２に固定する位置に設定したときは、チルトロック状態とな
る。この位置では、チルトレバー２１Ｌのカム２１ｄはチルトボルト１６の円形孔１６ａ
の中で図２に示す位置にあり、この位置ではチルトレバー２１Ｌに設けたカム２１ｄの長
径部が作用部材であるスペーサ１７の端面１７ｄに接触し、チルトボルト１６Ｌを図６で
左方向に牽引する。
【００５７】
　これにより、スペーサ１７とチルトボルト１６Ｌに螺合したナット１８とによりチルト
ブラケット１３はディスタンスブラケット１４に向けて内側に押圧され、ステアリングコ
ラム１５が固定されたディスタンスブラケット１４はチルトブラケット１３に対して摩擦
力により固定され、チルトロック状態となる。チルトブラケット１３は固定ブラケット１
２に固定されているので、テアリングコラム１５、即ちステアリングシャフトは所定の傾
斜角で固定される。
【００５８】
　ステアリングコラム１５を固定ブラケット１２に対する固定状態から開放するときは、
チルトレバー２１Ｌのグリップ１２ｇを図６で手前に移動させ、解除位置（チルト解除位
置）に設定する。この位置ではチルト解除状態となり、チルトレバー２１Ｌの第２の部分
２１ｂはステアリングコラム１５の軸方向と略沿った方向にある。
【００５９】
　チルトレバー２１Ｌのカム２１ｄはチルトボルト１６Ｌの円形孔１６ａの中で図３に示
す位置に移動し、チルトレバー２１Ｌに設けたカム２１ｄの短径部が作用部材であるスペ
ーサ１７の端面１７ｄに接触して、チルトボルト１６Ｌの図６で左方向への牽引が解除さ
れる。
【００６０】
　これにより、チルトブラケット１３とディスタンスブラケット１４とは、スペーサ１７
とチルトボルト１６Ｌに螺合したナット１８とによる押圧から開放され、ステアリングコ
ラム１５が固定されたディスタンスブラケット１４は、チルトブラケット１３との摩擦力
による固定から開放されるから、ステアリングコラム１５は、チルト支点ＣＨの回りに傾
動させることが可能となり、ステアリングシャフトを任意の角度に移動させてステアリン
グシャフトの傾斜角度を調整することができる。
【００６１】
　実施例１及び実施例２で説明したとおり、チルトレバー２１（２１Ｌ）は、チルトブラ
ケット１３の外側に、その右又は左のいずれの側でも配置することができる。図７は、実
施例１のチルトレバー２１の第１の部分２１ａの回転軸Ｘ、即ちチルトボルト１６の円形
孔１６ａの中心線（カムの回転軸）とグリップ２１ｇの移動軌跡Ｍ、及び実施例２のチル
トレバー２１Ｌの第１の部分２１ａの回転軸ＸＬ、即ちチルトボルト１６Ｌの円形孔１６
ａの中心線（カムの回転軸）とグリップ２１ｇの移動軌跡ＭＬを示すもので、チルトレバ
ー２１（２１Ｌ）の自由端である第２の部分２１ｂのグリップ部２１ｇは、チルトボルト
１６（１６Ｌ）の円形孔１６ａの中心線の回りに略３６０度近く回転可能となるから、ス
テアリングコラム１５の側面からみた配置においても、チルトレバー２１（２１Ｌ）のグ
リップ部２１ｇの配置（レイアウト）の自由度を大幅に増加させることができる。
【００６２】
　また、この構成によれば、チルトレバー２１（２１Ｌ）の作用位置と解除位置、即ちス
テアリングコラム１５を固定ブラケット１２に固定する位置と固定を解除する位置を、車
両の床面に略平行な平面の上に設定することができるから、チルトレバーを解除位置に設
定したときチルトレバーが自重で落下することがないので、操作性を向上させることがで
きる。
【００６３】
　さらに、この構成によれば、上記したようにチルトレバーの作用位置と解除位置の設定
の自由度が高いので、チルトレバーの設定位置を横方向にするときは車両衝突の際にチル
トレバーが運転者の膝に当たるのを避けることができる。
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【００６４】
　［第２の実施の形態］
　図８は、第２の実施の形態の車両用ステアリング機構のステアリングコラムの車体固定
部分をステアリングホイール側から見た正面図で、第２の実施の形態のものとの相違点は
、チルトレバー２１を保持するレバーブラケット２９がディスタンスブラケット１４と一
体に構成されている点で、その他の構成及び作用は第１の実施の形態のものと変わらない
ので、同一部材には同一符号を付して、詳細な説明は省略し、レバーブラケット２９につ
いて説明する。
【００６５】
　図８に示すように、レバーブラケット２９はディスタンスブラケット１４から延長され
ており、その延長部には軸受２９ａが設けられている。チルトレバー２１の第１の部分２
１ａはレバーブラケット２９に設けられた軸受２９ａにより回転可能に、且つ軸方向には
移動しないように支持されている。
【００６６】
　即ち、チルトレバー２１にはその円周方向に固定リング２９ｂを嵌装する溝２１ｆが形
成され、この溝２１ｆにチルトレバー２１の抜け（軸方向移動）を防止する固定リング２
９ｂが嵌装されて保持され、溝２１ｆと固定リング２９ｂとでチルトレバー支持部が構成
され、チルトレバー２１は軸受２９ａにより回転可能に、且つ軸方向に移動しないように
支持される。チルトレバー２１の第２の部分２１ｂの端部は自由端であって、グリップ２
１ｇが装着されている。
【００６７】
　レバーブラケット２９とディスタンスブラケット１４とを一体に構成することで、構成
を簡単にすることができる。
【００６８】
　第２の実施の形態においても、カム機構は図２に示す構成と同様である。ロッドである
チルトボルト１６の円形孔１６ａには無電解ニッケルメッキ又は硬質クロムメッキを施し
、チルトレバー２１の軸部に設けたカム２１ｂには高周波焼き入れを施し、作用部材であ
るスペーサ１７には浸炭焼き入れを施すことで、耐摩耗性を向上させるとよい。
【００６９】
　なお、第２の実施の形態においても、チルトレバー２１、レバーブラケット２９、チル
トボルト１６、及びこれらの部材に関連する部材を左右反対に配置できることは言うまで
もない。
【００７０】
　［第３の実施の形態］
　第３の実施の形態は、第１及び第２の実施の形態におけるチルトレバー２１の軸部に設
けた断面略楕円状のカムを、断面略小判形状のカムに置き換えたもので、その他は第１及
び第２の実施の形態と変わらない。以下、第１及び第２の実施の形態と同一部材には同一
符号を付して詳細な説明は省略し、第３の実施の形態の特徴部分である略小判形状のカム
について説明する。
【００７１】
　図９及び図１０は、チルトブラケット１３とディスタンスブラケット１４を貫通するチ
ルトボルト１６と、チルトレバー２１の軸部に設けた断面略小判形状のカム２１ｐとの関
係を説明する断面図であって、図９はチルトレバーが作用位置（チルトロック位置）にあ
るときの状態を示し、図１０はチルトレバーが解除位置（チルト解除位置）にあるときの
状態を示している。
【００７２】
　断面略小判形状のカム２１ｐは、図９及び図１０から明らかなように、断面が円弧部と
該円弧部を結ぶ直線部とから構成され、円弧部と直線部とは曲率が徐々に変化して滑らか
に結ばれる形状とされている。
【００７３】
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　チルトボルト１６の一方の端部には、ボルト本体より直径の大きな大径部１６ｅが形成
され、その先端付近に円形孔１６ａが形成されている。円形孔１６ａにはチルトレバー２
１の軸部に設けた断面略小判形状のカム２１ｐが嵌装される。また、大径部１６ｅのボル
ト本体側は軸方向に垂直な平面に形成され、作用部材であるスペーサ１７が嵌装されてい
る。チルトボルト１６の他方の端部は通常のボルトと同様の構成であって、ナット１８が
螺合するネジ部１６ｃが形成されている。
【００７４】
　スペーサ１７は、前記したチルトボルト１６が貫通する孔１７ａを備えると共に、チル
トブラケット１３の側面に当接する段部１７ｂと、チルトボルト１６の大径部１６ｅに形
成された垂直平面に当接する段部１７ｃとを備えているほか、チルトレバー２１の軸部に
設けた断面略小判形状のカム２１ｐの円弧部（凸円弧）に接触する円弧状凹みを備えた端
面１７ｄを備えている。
【００７５】
　チルトブラケット１３とディスタンスブラケット１４を貫通するロッドであるチルトボ
ルト１６と、チルトボルト１６の円形孔１６ａに嵌装されるカム２１ｐと作用部材である
スペーサ１７とでカム機構が構成されている。
【００７６】
　この構成のカム機構では、前記チルトレバーが作用位置（チルトロック位置、図９参照
）にあるときは、チルトレバー２１に設けた前記カム２１ｐの長径部が前記作用部材であ
るスペーサ１７の端面１７ｄに接触し、チルトボルト１６を図９で右方向に牽引する。
【００７７】
　これにより、スペーサ１７とチルトボルト１６に螺合したナット１８とによりチルトブ
ラケット１３はディスタンスブラケット１４に向けて内側に押圧され、ステアリングコラ
ム１５が固定されたディスタンスブラケット１４はチルトブラケット１３に対して摩擦力
により固定され、チルトロック状態となる。チルトブラケット１３は固定ブラケット１２
に固定されているので、テアリングコラム１５、即ちステアリングシャフトは所定の傾斜
角で固定される。
【００７８】
　前記チルトレバーが解除位置（チルト解除位置、図１０参照）にあるときは、前記断面
略小判形状のカム２１ｐの短径部と前記作用部材であるスペーサ１７との間に隙間ｚが形
成され、チルトブラケットに対するディスタンスブラケットの押圧が解除される。前記チ
ルトレバーが解除位置にあるとき、カム２１ｐの短径部が前記作用部材であるスペーサ１
７に接触するように構成されていても、チルトブラケットに対するディスタンスブラケッ
トの押圧は解除される。
【００７９】
　前記したように断面略小判形状のカム２１ｐの短径部とスペーサ１７との間に隙間ｚが
形成されるように構成するときは、チルトレバーが作用位置（チルトロック位置）にある
ときの、ディスタンスブラケット１４及びチルトブラケット１３の弾性変形量と、これら
のブラケットの製作誤差を吸収して、チルト操作を円滑に行うことができる。また、カム
に断面略小判形状のカムを使用することでカム機構の摺動面の面圧を下げることになり、
耐摩耗性を向上させることができる。
【００８０】
　第３の実施の形態においても、ロッドであるチルトボルト１６の円形孔１６ａには無電
解ニッケルメッキ又は硬質クロムメッキを施し、チルトレバー２１の軸部に設けたカム２
１ｐには高周波焼き入れを施し、作用部材であるスペーサ１７には浸炭焼き入れを施すこ
とで、耐摩耗性を向上させるとよいことは言うまでもない。
【００８１】
　なお、第３の実施の形態においても、チルトレバー、レバーブラケット、チルトボルト
、及びこれらの部材に関連する部材を左右反対に配置できることは言うまでもない。
【産業上の利用可能性】
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【００８２】
　ステアリングコラムを車両側に設けられた固定ブラケットに対して所望角度に調整可能
なチルト式ステアリング装置で、チルトブラケットに対してディスタンスブラケットを押
圧して摩擦結合させるカム機構を備えた押圧部材をチルトブラケットの外側に配置したも
のである。
【図面の簡単な説明】
【００８３】
【図１】第１の実施の形態の実施例１の車両用ステアリング機構のステアリングコラムの
車体固定部分をステアリングホイール側から見た正面図。
【図２】図１に示す車両用ステアリング機構のチルトボルト部分の構成を説明する部分平
面図（作用位置、チルトロック状態）。
【図３】図１に示す車両用ステアリング機構のチルトボルト部分の構成を説明する部分平
面図（解除位置、チルト解除状態）。
【図４】図１に示す車両用ステアリング機構におけるステアリングコラムのチルト支点と
チルトレバーの配置を示す断面図。
【図５】図１に示す車両用ステアリング機構におけるステアリングコラムのチルトレバー
の配置を示す平面図。
【図６】第１の実施の形態の実施例２の車両用ステアリング機構のステアリングコラムの
車体固定部分をステアリングホイール側から見た正面図。
【図７】第１の実施の形態の実施例１及び２におけるチルトレバーの移動軌跡を説明する
図。
【図８】第２の実施の形態の車両用ステアリング機構のステアリングコラムの車体固定部
分をステアリングホイール側から見た正面図。
【図９】第３の実施の形態の車両用ステアリング機構のチルトボルト部分の構成を説明す
る部分平面図（作用位置、チルトロック状態）。
【図１０】第３の実施の形態の車両用ステアリング機構のチルトボルト部分の構成を説明
する部分平面図（解除位置、チルト解除状態）。
【図１１】従来のチルト式ステアリング装置の構成の要部を説明する断面図。
【図１２】図１１に示す従来のチルト式ステアリング装置のチルトレバーの軸部に設けた
楕円形部の作用を説明する図。
【符号の説明】
【００８４】
　１１　保持部材
　１２　固定ブラケット
　１３　チルトブラケット
　１４　ディスタンスブラケット
　１５　ステアリングコラム
　１６　チルトボルト（ロッド）
　１６ａ　円形孔
　１６ｅ　大径部
　１７　スペーサ（作用部材）
　１８　ナット
　１９　レバーブラケット
　１９ａ　軸受
　１９ｂ　固定リング
　２１　チルトレバー
　２１ａ　チルトレバーの第１の部分
　２１ｂ　チルトレバーの第２の部分
　２１ｄ　カム（断面略楕円形状のカム）
　２１ｆ　溝
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　２１ｇ　グリップ
　２１ｐ　カム（断面略小判形状のカム）

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】



(14) JP 4476020 B2 2010.6.9
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【図９】

【図１０】

【図１１】
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